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はじめに 

 

日本と中国の間では古くから経済交流があり、国交正常化以降は密接な関係を構築して

きた。近年とくに着目されるのは、日本における華人・華僑の活躍である。現在の複雑巨

大なグローバル経済の中で奮闘する姿は、かつて裸一貫からビジネスを育てた「白手起家」

の先人たちの苦労と成功の物語を彷彿させるとともに、ＩｏＴ1 の世界的展開や日中間の政

治に関する諸問題のなかで見せる新たな顔をのぞかせている。本論文は、華人・華僑が新

たな時代の日中経済交流を構想するためのキーパーソンになるのではないかという着想か

ら研究を進めてきたものである。 10 

多くの先行研究では、日中国交正常化以前と以後の老・新華人・華僑について詳しく分

析しており、第１章の１節でその概要を説明し、2節で新華人・華僑の現状について、入国

管理局のデータ、全日本華僑華人連合会2と中華総商会3の訪問から得た情報をおさらいする。

こうして新華人・華僑へのアイデンティティの変容を考察する。 

第２章では華人・華僑が創業する企業の日中経済交流に与える影響に関する手がかりを

得るため、４つの華人系企業を訪問した取材メモを紹介する。 

４社への取材を通じ、蓄積してきた技術をテコに様々な分野に進出する華人・華僑企業

の日本展開の状況が見えてきた。そこで、第二段階の研究として「在日華人・華僑の発展

についてアンケート表」を作成し、日本にいる華人・華僑の方の職業、日本人に対して思

うこと、日本でのビジネスに対する考え方などについて、アンケート調査を行った。集計20 

の結果は、第 3章で分析する。 

最後、本論文の趣旨、華人・華僑は異なる文化を持つ日本で創業する際に、どうやって

両国の文化やコミュニケーションの壁を毀し、家族のように協業するかを明確にする。そ

して、アンケート調査の分析に基づき、今後の華人・華僑について構想していく。 

 

第 1章 日本における華人・華僑のアイデンティティの変容  

 

1-1 老＆新華人・華僑に関する先行研究 

華僑とは、中国政府の定義によると、「中国・台湾・香港・マカオ以外の国家・地域に移

住しながらも、中国の国籍を持つ漢民族」を指す総称である。一方、華人とは、「移住先の30 

国籍を取得した中国系住民」を指し、国籍を取得していない華僑とは区別されている。 

過放（1999）は「華僑を、日中国交正常化の 1972年を境にそれまでに来日した人々とそ

の子孫を『老華僑』、それ以後の人々を『新華僑』とに分ける」というように定義している。

                                                 
1  Internet of Things：モノのインターネット。コンピューターなどの情報・通信機器だけでなく、世の

中に存在する様々なものに通信機能を持たせ、インターネットに接続したり相互に通信したりすることに

より、自動認識や自動制御、遠隔計測などを行うこと。  
2  2003年に会員 8団体（華人華僑の団体）で「日本新華僑華人会」を成立し、2013年に改名した。 
3  在日華僑華人経営者を主会員とする経済団体である。 
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当時、日本社会の制度などにより、華人はいなかったが、現在からみると、一部の老華僑

が日本の国籍に変更したため、「老華人・華僑」という言い方になる。老華人・華僑はより

若い時期に日本へ渡っているため、中国に関する知識は不足しているが、祖国への愛国心

はもち続けている。一方、新華人・華僑はその多くが中国での学生生活を終えてから、日

本へ留学という形で渡ったものが多く、中国の文化を十分に理解したうえで移住している。

彼らは留学生活で日本の文化についての理解も深めているため、日中両国に関しての豊富

な知識を有している。 

 

表 1 在日華僑のアイデンティティの変遷モデル（1997年） 

 

項目    モデル  

 

年配の華僑 中高年の華僑 若い華僑 

（戦前の世代） （日中国交正常化前の世代） （日中国交正常化後の世代） 

年齢 70歳以上 45～60歳前後 20～45歳前後 

世代 1～2世 2～3世 3～5世 

社会生活に入っ

た時期 
戦前～1945 1945～1972 1972～現在 

日中関係 戦前・日中戦争 冷戦時代・国交非正常化 国交正常化 

モデルの類型 強い出自志向型 双方向ジレンマ型 重層的・多様型 

アイデンティテ

ィのパターン 

エスニック・ア

イデンティティ

（ethnic 

identity）①中

国人のアイデン

ティティ 

ナショナル・アイデンティ

ティ（national identity）①

中国人のアイデンティティ

＋②ダブル・アイデンティ

ティ（中日型・日中型）③

日本人アイデンティティ④

マージナル・マン（どちら

にもつかない） 

トランスナショナル・アイデ

ンティティ（transnational 

identity）①中国人のアイデン

ティティ②ダブル・アイデン

ティティ③日本人アイデンテ

ィティ④マージナル・マン＋

⑤トランスナショナル・アイ

デンティティ（アジア人、国

際人、地球人など） 

出所：過放(1999)「華僑のアイデンティティの変容」 p.171（一部） 10 

  

表 1は 1997 までの華人・華僑のアイデンティティの変容を世代別に表したものである。

この表では主に、老華人・華僑について分析されている。老＆新華人・華僑の定義による

と、表中の年配者と中高年層の華人・華僑は老華人華僑である。モデル類型は新華人・華

僑より単純だと言える。アイデンティティのパターンは 1世から 3世の間に、かなり増え

ていった。日中国交正常化後は、既に 5種類まで増加していた。「老」や「新」を別として、

華人・華僑は来日していずれにしても日本の社会生活になれ、日中両国の異なる文化など

を合わせ、独自のアイデンティティのパターンを生み出す。 

 

 20 

1-2 在日華人・華僑の現状～データとインタビューより～ 

 中国国務院華僑事務弁公室、華僑大学、社会科学文献出版社が日本の法務省、厚労省、
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文科省の最新統計資料を利用して編集した「華僑華人研究報告（2013）」の報告では、「日

本の外国人留学生や外国籍の専門技術者だけでなく、外国籍の単純労働者や日本人の外国

籍の配偶者の面でも、最も多いのが中国人である。在日華人・華僑の職種は各種専門技術

の分野から、政府関連の分野まで多岐に広がっており、社会的地位も日に日に高まってい

る。」と指摘されている。この点の実証性を明らかにするため、我々は全日本華僑華人連

合会を訪問し、華人・華僑の進出分野について取材してきた。 

 

表 2．全日本華僑華人連合会の会員一覧表 

１．北海道華僑華

人連合会 

9.全日本中国人博士

協会 

17.在日四川同郷会 25.日本湖南同郷会 33.日本海南総商会 

２．北京同郷会 10.日本国際文学芸

術連合会 

18.在日天津同郷会 26.在日華人女性交流

会 

34.日本甘粛同郷会 

3. 長崎新華僑華人

協会 

11.日本華僑華人文

学芸術界連合会 

19.西日本新華僑華

人連合会 

27.ＮＰＯ法人日本黒

龍江省経済文化交流

促進協会 

35.日本電影協会 

4. 吉林省同郷会 12.日本華人教授会

議 

20.在日中国科学技

術者聯盟 

28.日本重慶同郷会 36.日本新疆同郷会 

5. 遼寧同郷会 13.日本江蘇発展促

進会 

21.在日中国律師連

合会 

29.日本華人管理科学

学会 

37.全日本華人花芸協

会 

6.  留日博士専家

団 

14.日本中華総商会 22.中部日本新華僑

華人会 

30.日中文化センター 38.日本大連同郷会 

7. 日本温州同郷会 15.日本山西同郷会 23.中国留日同学会 31.日本福建経済文化

促進会 

39.中国留日同学総会 

8.  全日本華人書

法家協会 

16.留日陕西同郷会 24.湘潭大学日本校

友会 

32.日本浙江総商会  

出所：全日本華僑華人連合会 

 10 

表 2のように、現在連合会には 39団体が会員として所属している。そこから、華人・華

僑は博士協会、教授会議、科学技術者、芸術界、弁護士などの多岐に渡る分野に進出して

いることが分かった。連合会が成立された当時は、「日本新華人華僑会」という名称であ

ったが、華人・華僑間での能力や待遇の差異を感じさせないために、現在のものに改名し

たそうである。 
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図１．経営・投資在留資格総数と中国人経営・投資在留資格総数の 10年推移データ 

単位：人 

 

出所：入国管理局の情報より作成    

 

図１は投資・経営の在留資格を持っている外国人全体と中国人の人口を比較したもので

ある。2014 年に投資・経営の在留資格を持っている中国人は 6394 人であり日本で投資・経

営資格を持つ外国人全体の 42％である。前年度と比較してみても、1337 人もの増加が見ら

れる。 

 10 

図 2．2010年と 2015年の中華総商会の会員社数の業種に占める割合の比較表 

          単位：％ 

 

出所：崔晨(2010)「日本華僑華人の商業活動とその社団組織」 

http://www.cocs.takushoku-u.ac.jp/nl/nl9.pdf 中華総商会の情報により作成     
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      （中略）     
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